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銀行業における合併・統合の効率性＊
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１．序
１９９０年代に始まる金融の自由化・国際化は，金融機関の業務規制が大幅に
緩和された金融システム改革法（１９９８年）の施行を契機に大きく進展した。
そもそも金融規制緩和の目的は，需要面からみると消費者の利便性向上であ
り，供給面では競争メカニズムの導入による金融機関の経営効率化にある。近
年，大手都市銀行では証券・信託業務への参入を意図した金融持株会社が設立
されるなど，金融機関の統合・再編が相次いでいることから，市場の活性化は
実現しているものと推察できるが，こうした合併・統合の動きのなかで，果た
して金融機関の経営効率は改善されているのだろうか。
この点を解明するために，本稿では，近年活発に繰り返される銀行業の合併・
統合について，「規模の経済性（Economies of Scale）」と「範囲の経済性
（Economies of Scope）」の指標を用い，規模拡大の効果と複数業務兼業におけ
る経営効率化を検証する。金融業の規模と範囲の経済性に関する先行研究は内
外を通じて多数あるが，特に国内の研究においては，一連の規制緩和施行以後
の時期を含んだ実証研究はまだ少ない。さらに規模と範囲の経済性と費用効率
を直接結びつけた研究もいくつか見られるが，積極的なインプリケーションを
導き出せる結果は得られていない。
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そこで本稿では，規模と範囲の経済性の計測に加え，合併・統合の個別事例
についてその成否の検討を試みる。その方法としては，合併前後の費用効率性
の変化を捉える指標として確率的費用フロンティア分析を採用し，産業内の相
対的な費用効率の変化を見極める。
次の第２章では，まず金融業の規模と範囲の経済性について内外の先行研究
をまとめ，第３章で具体的な規模と範囲の経済性の分析方法を提示し，これを
もとに第４章で実証分析を行う。さらに規模と範囲の経済性と合併効果との関
係を明確にするため，第５章では確率的費用フロンティア分析を用い，個別の
合併事例を検討した上で，最後に結論をまとめる。
２．金融機関の規模と範囲の経済性に関する先行研究
これまで規模と範囲の経済性に関する多くの実証研究では，費用関数を特定
化し，その係数値を推定することによって検証が行われている。こうしたアプ
ローチによって，金融業を対象に規模と範囲の経済性の検証を行った先駆的な
研究に，Murray and White（１９８３）や Gilligan et. al.（１９８４）があげられる。Murray
and White（１９８３）は，カナダの信用組合について１９７０年代半ばのデータを用
い，抵当貸付業務とその他の業務の間で，規模と範囲の経済性を確認している。
また，Gilligan et. al.（１９８４）は，アメリカの連邦準備理事会に提出された１９７８
年の銀行業務報告書（FCAデータ）を用いた計測を行い，銀行全体としては
規模の経済性は見られないものの，小規模銀行での規模の経済性を確認し，標
本全体における預金・貸付業務間での範囲の経済性を認めている。また，
Berger et. al.（１９８７）は，拡張経路の劣加法性という，複数生産物の増加に伴う
費用弾力性の新たな尺度を定式化し，１９８３年の FCAデータを用いた計測を
行った。その結果，銀行規模が大きくなるにつれて規模の経済性の効果は縮小
し，範囲の経済性も確認されなかった。またグリッド劣加法性という拡張概念
で規模と範囲の経済性を計測した Hunter et. al.（１９９０）でも，大規模銀行にな
るほど規模と範囲の経済効果は消失していることが確認されている。１）
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こうした欧米の研究をもとに，日本の金融業を対象とした実証研究をみる
と，銀行業について費用関数を用いた分析の嚆矢となった首藤（１９８５）の研究
では，規模の経済性の存在は確認されるが，貸出業務とその他業務の間での範
囲の経済性は認められていない。これに続く粕谷（１９８６）や Tachibanaki et. al.
（１９９１）の研究でも，規模の経済性は認められるが，範囲の経済性は貸出と証
券業務の間に一部の期間でしか見出されていない。しかし，中島（１９８９）や，
平成元年度の経済白書に掲載された経済企画庁（１９８９）による計測，また木下・
太田（１９９１）による検証では，貸出業務とその他業務との間での範囲の経済性
が概ね見出されている。また宮崎（１９９９）では，インプット・アウトプットに
用いる多種類の変数をディビジア指数で加工し，ボックス・コックス型の３種
類の費用関数を用いて規模と範囲の経済性を検討している。その結果，範囲の
経済性は確認されるが，大域的には費用の劣加法性は成立せず，規模が大きな
都市銀行では範囲の経済性は大きいが規模の不経済が見られ，規模の小さい銀
行ほど範囲の経済性は小さいが規模の経済性は大きいという，直感的な推測に
合致する興味深い結果が確認されている。
信用金庫を分析対象とした実証研究もいくつか試みがあり，例えば広田・筒
井（１９９２）は，貸出・証券・預金業務間における収入面の範囲の経済性を定義
し，その機能が発揮されていることを検証している。また宮越（１９９３）では都
心部の信用金庫で範囲の経済性が検出されている。さらに信託銀行を対象とし
た片桐（１９９３）や宇佐見（２００２）では，貸出と信託業務の間に範囲の経済性が
確認されているほか，新庄・播磨谷（２００４）では，よりフレキシブルな費用関
数を用いて範囲の経済性が検証されている。
また生命保険業を対象とした研究も活発である。経済企画庁（１９８９）や高橋
（１９９０）で範囲の経済性が認められているものの，筒井他（１９９２）では，保険
１）本稿では先行研究の計測モデルや分析期間など詳しい内容には触れないが，過去のアメ
リカの銀行業における範囲の経済性については河西（１９９１）でサーベイされており，日本
の実証研究については，晝間（１９９２）や井口（１９９４）で詳しくまとめられている。
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業務と資産運用業務について，費用面の範囲の経済性は認められず，収入面の
範囲の経済性が確認されている。さらに北坂（１９９６）では，コストシェア式と
トランスログ費用関数との SUR（見せかけの相関）法による連立方程式体系
で計測を行い，保険業務と資産運用業務に関する規模と範囲の経済性を確認し
ている。北坂（２００４）ではこれを動学的要素需要の枠組みでモデルを構築し，
GMM（一般化積率法）による連立方程式体系に拡張している。
このように金融業を対象とした規模と範囲の経済性に関する実証研究は数多
く行われている。その理由は，規制緩和によって業務が自由化された場合，規
模の拡大や複数業務の兼務による費用節約効果が，政策当局にとっての重要な
関心事となるからである。金融業の規制緩和が進展する中で，貸出や資金運用
といったこれまでの主要業務と，金融機関の再編を通じて新たに銀行が参入を
進めている証券・信託，その他の業務の間で規模と範囲の経済性が機能するの
かどうか，合併や持株会社を用いた統合の効果を吟味することは重要な政策的
課題となる。こうした理由から，以下ではまず金融機関における規模の経済性
と範囲の経済性の検証を試みる。
３．規模の経済性と範囲の経済性の概念
ここでは推計のための理論モデルを展開し，実証分析の方法を提示する。計
測方法としては従来よく用いられている，トランスログ型の費用関数を連立方
程式体系によって推計する方法を採用する。
いま生産物の生産量を  ，投入要素の価格を 
とし，種類の投入要素を用いて種類の生産物を産出する企業の費
用関数を次のように表す。２）
２）実証分析において生産関数ではなく費用関数が用いられることが多いのは，比較的変動
のある価格変数を説明変数に取り入れることによって，多重共線性の問題を軽減できるか
らである。この点については北坂（１９９９）p.９５参照。
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トランスログ型の費用関数とは，式の費用関数の両辺に対数をとり，テー
ラー展開して近似した形式であり，推計すべき係数値を明示すれば次のように
なる。３）
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このトランスログ費用関数において規模の弾力性を定義したとき，その指標
が１以下であれば規模の経済性が発揮されていることになる。したがって，こ
れは次のように示すことができる。
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この	をトランスログ関数の近似点で評価し，規模の
経済性の指標を
と書けば，規模の経済性は，

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と表すことができる。４）
また，範囲の経済性とは，複数の財をそれぞれ別の企業で生産したときの総
費用よりも，１企業が複数財をまとめて生産したときの総費用の方が小さい状
況を示す。５）費用関数を用いて範囲の経済性指標を次のように表す。
３）ただし，この費用関数が適切（well-behaved）な性質を持つためには，）交差項の対
称性，）投入要素価格の一次同時性，）要素価格および産出量に関する限界費用の単
調性，）投入要素価格の凹性の条件を満たさなければならない。詳しくは粕谷（１９９３）
pp.８９－９１や和田他（１９９８）など参照。
４）トランスログの近似点には平均値がよく用いられ，説明変数は平均値からの乖離をとる
ことが多い。なお近似点が変数ごとに異なってもかまわないことは，広田・筒井（１９９２）
p.１４１など参照。
銀行業における合併・統合の効率性 ６５
        
ここで SCPの値が正であれば，範囲の経済性が働くことになる。しかし，
式を実証するためには，生産量が０であるときの仮想的なデータが必要とな
る。そのため，先行研究のほとんどが，範囲の経済性の十分条件となる「費用
の補完性」という概念を用いて計測を試みている。費用の補完性とは，ある生
産物の限界費用が，他の生産物の生産量増加につれて減少する場合，「費用補
完的」であるといい，生産物が２種類の場合には次のように表現できる。
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したがって，範囲の経済性を測る費用の補完性の条件を式のトランスログ型
費用関数から求めると，次のようになる。
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ならば，生産物と生産物 の間に範囲の経済性が働くことになる。この

指標をトランスログ型関数の近似点	で評価すれば

 
が範囲の経済性の条件となる。こうした指標をもとに，次章では規模と範囲の
経済性を検証する。
５）Baumol et. al.（１９８２）pp.７１－７５参照。
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４．規模と範囲の経済性の計測
前章で展開した計測方法をもとに，本章では日本の銀行業を対象とした規模
と範囲の経済性の検証を試みる。いかなる生産物間での範囲の経済性を測るべ
きかという問題は重要である。近年の規制緩和における銀行による証券・信託
業務の参入を考慮し，ここでは貸出金利息収入と有価証券利息配当金収入やそ
の他の利息収入を含めた，損益計算書の「資金運用収益」に記載された額を第
１生産物，第２生産物として，役務取引や特定取引，信託報酬その他業務の収
益を含む「経常収益－資金運用収益」を定義し，この２つの生産物間における
範囲の経済性を検討する。
分析期間は１９８５年度から２００４年度までの２０年間とし，分析対象となる銀
行は，日経 NEEDS金融データに存在する，信託銀行を除いた都市銀行・地方
銀行ほぼすべてをカバーする。合併・統合後の存続銀行を別銀行とすれば，サ
ンプル総数は都市銀行２０行，地方銀行は１２０行となる。６）実際の計測では都市
銀行と地方銀行では規模に大きな差があるため，それぞれを分割して計測を
行っている。
費用関数の計測に用いるデータは以下の通りである。まず２種類の生産物と
して，資金運用収益（）と，それ以外の収益を経常収支－資金運用収支（）
で定義する。また，生産要素として，労働（），資本設備（），資金（）
の３種類を考える。労働（）は従業員数，資本（）は動産・不動産残高，
資金（）には預金残高を用いる。また要素価格については，まず労働価格
を従業員の平均賃金で定義し，人件費を従業員数で割った値を用いる。資
本設備の価格は，物件費を動産・不動産残高で割った値とする。また資金
調達価格 は預金利息を預金残高で割った利子率で定義する。なお労働（）
６）この分析では営業費用の明細項目データの入手上の問題から住友銀行を除いている。ま
た日本興業銀行をサンプルに加えると，計測結果が極めて不安定となるため，これもサン
プルから除外したことに注意しなければならない。
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以外のデータについては，すべて GDPデフレータで実質化している。これら
投入要素と要素価格を使って，総費用（）を定義した。費用関数の変数とし
て必要な変数と総費用の定義をまとめると下記のようになる。７）
［生産物］
：資金運用収益
：経常収支－資金運用収益
［要素価格］
：労働価格（従業員平均賃金）＝人件費／従業員数
：資本設備価格＝物件費／動産・不動産残高
：資金調達価格＝預金利息／預金残高
［総費用］

これらの変数を用いて式のトランスログ型の費用関数を再定義すると，計測
に用いる費用関数は次のような形になる
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７）ここで用いた変数の定義は，宇佐美（２００２）p.１５８に概ね従っている。
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ここでは技術進歩の程度を表すタイムトレンドであり，その係数値がマ
イナスであれば，時間を通じて費用効率が改善したことを裏付ける。また，
は合併後の銀行を１としたダミー変数である。したがって，合併による費用効
率改善の効果は，ダミー変数の係数値がマイナスとなることで検証される。な
お，実際の計測ではすべてのデータの平均値をトランスログ関数の基準点（近
似点）と考え，ダミー以外のすべての説明変数について，この平均値からの乖
離をとった値を計測データとして用いている。さらに計測方法は，多くの先行
研究に習い，費用関数に要素需要関数を加えた連立方程式体系を，SUR
（Seemingly Unrelated Regression）法を用いてパラメータ推計する方法を採用す
る。要素需要関数は，費用関数にシェパードのレンマを適用し，次のようなコ
ストシェア方程式を求める。


  
なお，コストシェアの和は常に１となるため，ここでは３つの式のうち原材料
のコストシェア式 を除いて計測を行う。８）以下ではこのような方法を用いて
都市銀行と地方銀行の規模と範囲の経済性の計測を行った結果を順に検討しよ
う。
まず都市銀行に関する計測結果を表１に示す。これを見ると，生産量におけ
る限界費用となる係数値とはともに有意にプラスであり，要素価格に関
する１次条件となる係数値ともともにプラスで有意であるため，費用
関数における理論条件はすべて満たされている。そこで経年的な費用効率の程
度を示すタイムトレンドの項を見ると，１次項であるは有意にプラスであ
り，２次項となるはマイナスであるが有意ではないため，過去２０年の銀
８）どのコストシェア式を除いても，理論的には同じ推定値を得ることについては，Baten
（１９６９）などで証明されている。
銀行業における合併・統合の効率性 ６９
行業における費用効率の改善は，統計的には確認されない。また，ダミー変数
をみるとプラスであるが有意ではないため，ここでは合併による費用効果を明
確に判断することはできない。規模の経済性について検討すれば，の１次
項の係数値は０．５６２であり，の１次項の係数値は０．２３５であるから，
規模の経済性指標を計算すると０．７９７となり，規模の経済性が有意に
確認できる。また範囲の経済性についても，と の交差項であるの係
係数値 P 値
 １３．３５７ ［．０００］
 ０．５６２ ［．０００］
 ０．２３５ ［．０００］
 ０．１９６ ［．０００］
 ０．１６３ ［．０００］
 ０．６４１ ［．０００］
	 ０．２５５ ［．０００］
 ０．１７６ ［．３２１］
 ０．４８２ ［．０２５］
 －０．３４０ ［．０５５］
 －０．０３９ ［．０００］
 －０．０５５ ［．０００］
 －０．１６０ ［．１５８］
	 －０．０５２ ［．６１９］
 ０．０３１ ［．０００］
 ０．０２３ ［．００１］
 ０．３０１ ［．０１２］
	 －０．００１ ［．９９２］
 ０．０８６ ［．０００］
 ０．０１９ ［．００２］
 ０．１７０ ［．０００］
 ０．０３３ ［．０００］
 －０．１１９ ［．０００］
 －０．０５１ ［．０００］
	 －０．０３６ ［．７１７］
	 ０．４８５ ［．００４］
	 －０．５９６ ［．０００］
		 －０．２５５ ［．１４０］

 ０．０５３ ［．４０２］
 ０．７９６ 有意
 －０．２５５ 有意
表１ 都市銀行の計測結果
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数値が－０．３４０であるため，範囲の経済性指標を計算すると－０．２０８
となり，範囲の経済性が有意に見出される。
次に地方銀行についての計測結果を表２に示す。費用関数の推計自体は，限
界費用を表すと，要素価格の１次条件ともすべて有意にプラスで
あるため，符号条件はすべて満たされている。タイムトレンドの項を見る
と，１次項，２次項ともに有意にプラスであるため，経年的な地方銀
係数値 P 値
 １０．２８９ ［．０００］
 ０．７６２ ［．０００］
 ０．１１５ ［．０００］
 ０．２３４ ［．０００］
 ０．３４４ ［．０００］
	 ０．４２１ ［．０００］
 ０．４６７ ［．０００］
 －０．００５ ［．８６３］
 －０．０５２ ［．０１０］
 ０．０１９ ［．４０３］
 －０．０３３ ［．０００］
 －０．０６４ ［．０００］
	 －０．０７２ ［．０００］
 －０．１４４ ［．０００］
 ０．０３１ ［．０００］
 ０．０１７ ［．０００］
	 ０．０７２ ［．０００］
 ０．１１７ ［．０００］
 ０．０７１ ［．０００］
 ０．０６３ ［．０００］
		 ０．１３８ ［．０００］
 ０．００２ ［．４４７］
	 －０．０７３ ［．０００］
	 －０．０６５ ［．０００］
 －０．２９１ ［．０００］
 －０．０８８ ［．０２６］
	 －０．１３２ ［．０００］
 ０．１７４ ［．０００］

		 ０．０１７ ［．３０３］
 ０．８７６ 有意
 ０．１０７ 有意性なし
表２ 地方銀行の計測結果
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行の費用効率が低下していることが推察される。合併ダミーはここでも有意で
はないため，地方銀行全体としての合併効果を判断することはできない。そこ
で規模の経済性について検討すれば，の１次項の係数値は０．７６２であ
り，の１次項の係数値は０．１１５である。したがって指標を計算
すると０．８７７となるため，規模の経済性が有意に確認できる。しかし範囲の経
済性については，と の交差項の係数値が０．０１９であり，指標
を計算すると０．１０７とプラスになる。つまり地方銀行全体としてみた場合に
は，範囲の経済性は機能していないことが統計的に検証された。
このように，銀行業務を資金運用業務とその他の業務に分類して規模と範囲
の経済性を計測した場合，都市銀行・地方銀行ともに，過去２０年間にわたる
規模の経済性は統計的に有意に支持され，範囲の経済性は都市銀行で見出され
た。こうした結果から，規模と範囲の経済性に関して銀行業全体の様子を窺う
ことは可能である。しかし，近年の合併・統合の個別事例に関して，その経済
効果を判断することはできない。
例えば都市銀行と地方銀行では，規模の拡大といっても，それぞれが直面し
ている全国規模と地域レベルの市場では競争条件が異なるであろう。この点を
考慮した個別ケースでの検討が必要である。また，範囲の経済性についても，
多様なサービスを提供しうる都市銀行のケースにおいて，多角化能力が発揮さ
れるということが明らかになったが，どのようなケースが成功的であるのか検
討する余地がある。
そこで次章では，確率的費用フロンティアモデルを使い，業界内の相対的な
費用効率指標の順位変化によって，それぞれの合併・統合のケースについて検
討しその成否の評価を試みる。
５．合併・統合の費用効率性
ここでは確率的費用フロンティア分析によって得られる効率指標を計測し，
これをもとに銀行の合併・統合効果を検証する。
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Cy
０ 
費用フロンティア 
技術非効率（u） 
合併・統合による組織の拡大は，規模と範囲の経済性の発揮というプラスの
側面もある一方，大規模化した組織内部に様々な非効率を発生させる可能性も
ある。こうした非効率の概念は，既に Leibenstein（１９６６）によって「X 非効率」
と名付けられている。この X 非効率の概念は Farrell（１９５７）が提起した生産
フロンティアにおける技術非効率に結びつき，Aigner et. al.（１９７７）によってそ
の計測方法が提示されている。生産関数から双対定理によって得られた費用関
数を用いれば，費用フロンティア上の最も効率的な生産要素の組み合わせから
の乖離を，技術非効率として計測することができる。
いま生産要素（）から生産物（）を産出するケースを考えると，生産関
数は として表される。この生産関数と相対な関係にある費用関数は，
投入要素の価格ベクトルをとすれば，  と表される。すなわち，
ある要素価格の組み合わせの下で達成される所与の生産量に対して，最も効率
的な費用を達成した状況を費用フロンティアとして図１のように表すことがで
図１ 費用フロンティアと技術非効率
銀行業における合併・統合の効率性 ７３
きる。このとき費用フロンティアとの格差の部分（図中）が「技術非効率」
として定義される。散布図におけるそれぞれの点は，個別銀行の実績値を表し
ているので，推計された技術非効率は，銀行業界全体における個別銀行の相対
的な費用効率性を表すと解釈できるであろう。
こうしたアプローチで日本の銀行業に関する非効率性を検証した研究として
は，粕谷（１９８９），本間他（１９９６），堀・吉田（１９９６），松浦・竹澤（２００１），松
浦・戸井（２００２）などがあげられるが，いずれも銀行の合併・統合に焦点を当
てたものではない。また，高橋（２００３）では，決定論的フロンティアモデル
（DEA）を使って銀行の合従連衡を考慮した計測が行われている。そこではメ
ガバンクとして先行した東京三菱銀行（当時）の効率性が有意に見出されてい
るが上位２０行程度とサンプル数が少ない。
銀行以外の金融機関を対象とした研究もいくつかあげられる。宮下・米山
（２００２）は保険業の規模と範囲の経済性に加えて技術非効率の計測を行ってい
る。また，佐竹・筒井（２００３）は信用金庫の経費率が確率的費用フロンティア
モデルから得られた非効率指標と対応していることを検証し，合併・統合後の
効率性は相対的に低下していることを指摘している。
このように確率的フロンティアモデルを使った先行研究は多いが，合併効果
を明示的に捉えた研究は少ない。ここでは確率的費用フロンティアモデルに
よって産業内の相対的な効率指標を捉え，合併・統合前後における産業内の相
対的地位を比較することで，個別銀行の合併・統合の効果の検証を試みる。
計測ではパネルデータを用い，単一の費用関数を最尤法によって推計する。
具体的には，費用関数 を想定し，次のようなコブ・ダ
グラス型の確率的費用フロンティアモデルを用いる。９）
	
	
	
	
	
	
	
 
９）ここで用いるモデルについては，Coelli and Battese（１９９８），松浦・竹澤（２００１）や鳥居
（２００１）など参照。
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ここでは番目の企業の期における総費用，は生産物，
はそれぞれ銀行の期における投入要素価格，は推計すべき係数であ
る。また	は外生的なショックを確率的な攪乱項として表したもので，正規
分布
 	 に従うと仮定する。は 非効率などによって発生する技術
非効率を表し，切断正規分布（
  ）に従うと仮定した。
さらにここでは各期における非効率性の程度が変化するモデルを用い，
を  と表す。ここでは市場全体の効率性が時間ととも
に上昇したのか低下したのかを表す推定すべき係数である。このときで
あれば  となるため効率性は改善，であれば効率性
は低下，であれば，効率性は分析期間を通じて一定となる。さらに	と
は互いに独立（無相関）であるとし，			
		 という
指標を考慮している。非効率の程度は１からどれだけ乖離しているかで表され
るため，効率指標の計測結果が１に近いほど効率性が高い企業である。計測に
用いる変数の定義や分析期間およびサンプルとした銀行は，４章で用いたもの
とまったく同じであり，ここでも都市銀行と地方銀行は区別して，それぞれ別々
に計測を行う。
分析の対象となる合併事例は，都市銀行では，三井／太陽神戸＝さくら
（１９９０），協和／埼玉＝あさひ（１９９１年），東京／三菱＝東京三菱（１９９６年），
さくら／住友＝三井住友（２００１年），三和／東海＝UFJ（２００１年），富士／第
一勧銀／日本興業＝みずほ（２００２年），大和／あさひ＝りそな（２００３年）の７
件，地方銀行については，山陽合同／ふそう＝山陽合同（１９９１年），熊本／肥
後ファミリー＝熊本ファミリ （ー１９９２年），羽後／あけぼの＝北都（１９９３年），
伊予／東邦相互＝伊予（１９９３年），阪神／みどり＝みなと（１９９９年），近畿／
大阪＝近畿大阪（２０００年），関東／つくば＝関東つくば（２００３年），福岡シティ
／西日本＝西日本シティ（２００４年），広島総合／せとうち＝もみじ（２００４年）
の９件である。
まず都市銀行の費用関数を計測した結果は，表３のとおりである。説明変数
銀行業における合併・統合の効率性 ７５
の係数値には有意性が劣るものもあるが，すべてプラスであるため費用関
数の理論条件は満たされている。非効率の推移を推定するの値は有意にプ
ラスとなっているため，過去２０年間という長期を考えれば，都市銀行の費用
効率性は経年的に改善していることになる。この点は規模と範囲の経済性の計
測において，タイムトレンド項を技術進歩として捉えた場合よりも，統計的に
明確な結果が得られている。
次に個別の合併事例について，合併前後の技術非効率の変化を捉えてみよ
う。このモデルでは経年的に平均的な技術非効率が変化するため，表４には計
測された技術非効率の平均乖離率［（各銀行の技術非効率の値－平均技術非効
率）／平均技術非効率］を示している。この指標がマイナスになる銀行ほど，
相対的に費用効率的であると言える。合併年度がわかるように，上段２つが合
併前の銀行，下段が合併後の存続銀行という形で併記する。
まず，合併後，効率指標が向上した最も成功的な事例としてあげられるの
は，１９９６年の東京／三菱の合併による東京三菱銀行のケースである。１０）東京銀
行から見れば効率性は低下，三菱銀行から見れば改善となるが，合併後も経年
的に効率性指標は上昇し，最終的には都銀のなかでは最も高い効率性を維持し
ている。もともと外為専門銀行であり海外に強い東京銀行と，旧財閥系で国内
１０）これら合併の実情については橘木・羽根田（１９９９）p.４などにも触れられているが，個
別事情については合併当時の日本経済新聞の記事を参考に記述している。
係数値 値
 １．１２４ １．２９０
 ０．８４０ １７．２４６
 ０．０７６ １．４８９
 ０．１６２ １．３０３
 ０．１５９ ６．２９１
 ０．０９５ １２．２０３
 ０．７９３ ２４．９５１
 ０．５４９ ３．１６６
 ０．０３４ ３．８２４
表３ 都市銀行のフロンティア費用関数
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年 度 １９９５ １９９６ １９９７ １９９８ １９９９ ２０００ ２００１ ２００２ ２００３ ２００４
三 和 銀 行 ０．０２１ －０．０１６ －０．０１６ －０．０１５ －０．０１５ －０．０１４
東 海 銀 行 －０．０７３ －０．１０４ －０．１０１ －０．０９８ －０．０９４ －０．０９１
U F J 銀 行 ０．１０１ －０．１１３ －０．１３３ －０．１２８
富 士 銀 行 ０．０２７ －０．０１１ －０．０１０ －０．０１０ －０．００９ －０．００９ －０．０５２
第一勧業銀行 ０．１１６ ０．０７２ ０．０６９ ０．０６７ ０．０６５ ０．０６３ ０．０１４
み ず ほ 銀 行 ０．５５６ ０．４９３ ０．４７４
大 和 銀 行 －０．００７ －０．０４３ －０．０４１ －０．０４０ －０．０３８ －０．０３７ －０．０７８ －０．２５２
埼 玉 銀 行
協 和 銀 行
あ さ ひ 銀 行 ０．１１５ ０．０７１ ０．０６９ ０．０６６ ０．０６４ ０．０６２ ０．０１４
り そ な 銀 行 －０．０６４ －０．０６２
太陽神戸銀行
三 井 銀 行
さ く ら 銀 行 ０．０１３ －０．０２４ －０．０２３ －０．０２２ －０．０２１ －０．０２０
三井住友銀行 －０．０８８ －０．０８４
三 菱 銀 行 ０．０７８
東 京 銀 行 －０．２９０
東京三菱銀行 ０．０５４ ０．０５３ ０．０５１ ０．０４９ ０．０４８ ０．０００ －０．１９１ －０．２０７ －０．２００
年 度 １９８５ １９８６ １９８７ １９８８ １９８９ １９９０ １９９１ １９９２ １９９３ １９９４
三 和 銀 行 ０．０５９ ０．０５７ ０．０５６ ０．０５４ ０．０５３ ０．０４７ ０．０２３ ０．０２２ ０．０２２ ０．０２１
東 海 銀 行 －０．０７５ －０．０７２ －０．０７０ －０．０６７ －０．０６５ －０．０６６ －０．０８４ －０．０８１ －０．０７８ －０．０７６
U F J 銀 行
富 士 銀 行 ０．０６８ ０．０６６ ０．０６４ ０．０６２ ０．０６０ ０．０５５ ０．０３０ ０．０２９ ０．０２８ ０．０２８
第一勧業銀行 ０．１９９ ０．１９２ ０．１８６ ０．１７９ ０．１７３ ０．１６３ ０．１３２ ０．１２８ ０．１２３ ０．１１９
み ず ほ 銀 行
大 和 銀 行 ０．０１８ ０．０１８ ０．０１８ ０．０１８ ０．０１７ ０．０１３ －０．００９ －０．００９ －０．００８ －０．００８
埼 玉 銀 行 －０．０６６ －０．０６４ －０．０６１ －０．０５９ －０．０５７ －０．０５８
協 和 銀 行 ０．０１３ ０．０１３ ０．０１３ ０．０１３ ０．０１２ ０．００９
あ さ ひ 銀 行 ０．１３１ ０．１２７ ０．１２３ ０．１１９
り そ な 銀 行
太陽神戸銀行 ０．０５７ ０．０５６ ０．０５４ ０．０５３ ０．０５１
三 井 銀 行 －０．０５３ －０．０５１ －０．０４９ －０．０４７ －０．０４６
さ く ら 銀 行 ０．０３８ ０．０１４ ０．０１４ ０．０１４ ０．０１４
三井住友銀行
三 菱 銀 行 ０．１４３ ０．１３９ ０．１３４ ０．１３０ ０．１２５ ０．１１７ ０．０８９ ０．０８６ ０．０８３ ０．０８１
東 京 銀 行 －０．３６３ －０．３５４ －０．３４４ －０．３３５ －０．３２５ －０．３１９ －０．３２５ －０．３１６ －０．３０７ －０．２９９
東京三菱銀行
表４ 都市銀行の合併効率性
銀行業における合併・統合の効率性 ７７
に強い三菱銀行の合併は，内外の厳しい競争のなかで業務の補完性を実現させ
た合併だったと考えられる。また，２００１年の三和／東海合併による UFJ銀行
発足でも，合併年度こそ効率性は低下するが，その後次第に改善しており，関
西圏に強い三和銀行と中部に拠点を持つ東海銀行の地域的な補完性が機能し
た，成功的な合併事例と考えてもよいだろう。
２度の合併を経験したケースでは，１９９０年の三井／太陽神戸の合併による
さくら銀行発足のケースがあるが，三井銀行の相対的効率性が合併前に比べて
低下しており，その後は，効率性は回復している。三井銀行は海外に強く，太
陽神戸銀行は，既に太陽銀行（首都圏中心）と神戸銀行（関西圏中心）の合併
時に国内に広く店舗を持っていたため，国内・国際競争力において相互に補完
的な機能を発揮できたという側面が窺える。２００１年の三井住友銀行発足の際
には，当初の三井銀行時よりも効率性は良好となり，最終的には合併による成
果が認められる。また１９９１年の協和／埼玉の合併によるあさひ銀行発足の事
例では，合併前における両銀行の効率指標に比べて，合併後の指標は大きくプ
ラスに転じており，相対的な費用効率は低下している。その背景には，両銀行
は商品・システムの共同開発により関係が深く，小口金融取引分野の強化が
あったと考えられる。その後，あさひ銀行は大和銀行と２００３年に合併し，り
そな銀行となるが，このときの効率指標は，大和銀行からみれば低下している
が，あさひ銀行からすれば相対的な効率性は改善している。
２００２年の富士／第一勧銀／日本興業によるみずほ銀行のケースでは，効率
性は大きく低下する。これにはサンプルから除外した日本興業銀行の値が加
わった影響も考えられるが，他の合併事例と比べれば相対的に乖離率が大き
く，よくない結果となる。
次に，地方銀行の費用関数を計測した結果を表５に示している。計測結果を
見ると，説明変数の係数値はすべてプラスに有意である。しかし都市銀行
のケースとは異なり，の値は有意にマイナスとなっている。したがって，地
方銀行の費用効率性は経年的に低下していることになり，規模と範囲の経済性
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に関する検証においてタイムトレンドで表した係数の計測結果とも一致する。
また個別の合併事例に関する費用効率性の推移を表６で示した。地方銀行に
ついては，合併目的のほとんどが地域競争力の強化である。１９９１年の山陽合
同／ふそう＝山陽合同，１９９２年の熊本／肥後ファミリー＝熊本ファミリ
ー，１９９９年の阪神／みどり＝みなと，２００４年広島総合／せとうち＝もみじの
ケースでは，双方から見て効率性は改善，１９９３年の伊予／東邦相互＝伊予の
ケースでも効率性は向上する。そして，２０００年の近畿／大阪＝近畿大阪
と，２００４年の福岡シティ／西日本＝西日本シティのケースでは，地方銀行の
平均的な効率性よりは高いものの，双方から見てやや非効率化している。一
方，２００３年の関東／つくば＝関東つくばのケースでは，関東銀行から見ると
効率性は上昇，つくば銀行から見ると低下，１９９３年合併の羽後／あけぼの＝
北都のケースでも双方から見て効率性は低下し，最終的には指標がプラスであ
るため，平均効率性に比べると非効率となっている。
このように，本稿で定義した合併の効率指標による効果をみれば，ケース・
バイ・ケースであるとはいえ，都市銀行ではみずほ銀行のケースを除いて合併
前後で産業内の効率指標と大きく乖離したものは見られず，地方銀行でも多く
のケースで合併後の効率指標は改善している。４章で検証した規模の経済性の
結果と照合すれば，都市銀行・地方銀行とも合併・統合による相対的な費用効
率の向上を達成し，多くの合併で規模の経済性の効果を発揮することができた
係数値 値
 ０．７６７ ２１．７５３
 ０．９４５ ２４９．３１４
 ０．００１ ０．０９３
 ０．０９１ ４．０３１
 ０．１８４ ４６．９５３
 ０．０４５ １２．０１０
 ０．８６３ ６６．５４４
 ０．３９３ １９．２１２
 －０．２０３ －３１．８８１
表５ 地方銀行のフロンティア費用関数
銀行業における合併・統合の効率性 ７９
年 度 １９９５ １９９６ １９９７ １９９８ １９９９ ２０００ ２００１ ２００２ ２００３ ２００４
阪 神 －０．０４４ －０．０５３ －０．０６５ －０．０７９
み ど り ０．００６ ０．００８ ０．００９ ０．０１１
み な と －０．０１２ －０．０１７ －０．０２１ －０．０２７ －０．０３３ －０．０４６
広 島 総 合 －０．０１５ －０．０１９ －０．０２３ －０．０２９ －０．０３６ －０．０４６ －０．０５６ －０．０６９ －０．０８４
せ と う ち －０．０１１ －０．０１４ －０．０１７ －０．０２１ －０．０２７ －０．０３４ －０．０４２ －０．０５２ －０．０６４
も み じ －０．１９３
伊 予
伊 予 －０．００８ －０．０１０ －０．０１２ －０．０１５ －０．０２０ －０．０２６ －０．０３２ －０．０４０ －０．０４９ －０．０６６
つ く ば －０．００２ －０．００３ －０．００３ －０．００４ －０．００６ －０．００９ －０．０１２ －０．０１５
関 東 ０．０４４ ０．０５５ ０．０６７ ０．０８３ ０．１０１ ０．１２４ ０．１５３ ０．１８９
関 東 つ く ば ０．０２２ ０．０２０
近 畿 －０．０２１ －０．０２５ －０．０３１ －０．０３８ －０．０４８
大 阪 －０．０２３ －０．０２８ －０．０３４ －０．０４２ －０．０５２
近 畿 大 阪 －０．００５ －０．００７ －０．００９ －０．０１１
熊 本
肥後ファミリー
熊本ファミリー －０．０４４ －０．０５４ －０．０６６ －０．０８１ －０．０９９ －０．１２１ －０．１４７ －０．１７８ －０．２１３ －０．２５９
ふ そ う
山 陽 合 同
山 陰 合 同 －０．０３６ －０．０４４ －０．０５４ －０．０６６ －０．０８１ －０．０９９ －０．１２１ －０．１４７ －０．１７７ －０．２１７
西 日 本 －０．０２０ －０．０２５ －０．０３１ －０．０３７ －０．０４７ －０．０５８ －０．０７２ －０．０８８ －０．１０６
福 岡 シ テ ィ －０．０４９ －０．０６０ －０．０７３ －０．０８９ －０．１０９ －０．１３３ －０．１６２ －０．１９５ －０．２３３
西日本シティ －０．０２６
羽 後
あ け ぼ の
北 都 ０．０２９ ０．０３５ ０．０４３ ０．０５３ ０．０６４ ０．０７７ ０．０９５ ０．１１６ ０．１４４ ０．１７２
年 度 １９８５ １９８６ １９８７ １９８８ １９８９ １９９０ １９９１ １９９２ １９９３ １９９４
阪 神 －０．００６ －０．００７ －０．００９ －０．０１１ －０．０１３ －０．０１６ －０．０２０ －０．０２４ －０．０２９ －０．０３６
み ど り ０．００１ ０．００１ ０．００１ ０．００１ ０．００２ ０．００２ ０．００３ ０．００３ ０．００４ ０．００５
み な と
広 島 総 合 －０．００２ －０．００３ －０．００３ －０．００４ －０．００５ －０．００６ －０．００７ －０．００８ －０．０１０ －０．０１３
せ と う ち －０．００１ －０．００２ －０．００２ －０．００３ －０．００３ －０．００４ －０．００５ －０．００６ －０．００７ －０．００９
も み じ
伊 予 ０．００２ ０．００２ ０．００３ ０．００４ ０．００５ ０．００６ ０．００７ ０．００８
伊 予 －０．００５ －０．００７
つ く ば ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００ －０．００１ －０．００１ －０．００１ －０．００１ －０．００１ －０．００２
関 東 ０．００６ ０．００７ ０．００９ ０．００１１ ０．０１３ ０．０１６ ０．０２０ ０．０２４ ０．０２９ ０．０３６
関 東 つ く ば
近 畿 －０．００３ －０．００３ －０．００４ －０．００５ －０．００６ －０．００８ －０．００９ －０．０１１ －０．０１４ －０．０１７
大 阪 －０．００３ －０．００４ －０．００５ －０．００６ －０．００７ －０．００８ －０．０１０ －０．０１２ －０．０１５ －０．０１９
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と推察される。また，範囲の経済性の観点からは，最も効率的な合併効果を得
た東京三菱銀行のように，それぞれの銀行が得意分野とする業務間の補完性が
発揮されるケース，また UFJ銀行のように地域的な競争力が相互に補完する
ケース，さくら銀行発足時の国内・海外分野の競争力による補完性が機能する
ケースなど，「範囲の経済性」と「補完合併」が有機的につながることが，合
併の成否の鍵を握ると考えられる。
６．結 論
本稿では，近年合併・統合の動きが盛んな銀行業について，どのような合併・
統合が費用効率性の点で評価できるのか，合併による「規模の経済性」の効果
と，資金運用収益とそれ以外の経常収益の間における「範囲の経済性」の面か
ら検証を試みた。本稿では都市銀行と地方銀行を分けて計測を行った結果，都
市銀行・地方銀行ともに規模の経済性は統計的に有意に検証され，合併による
規模拡大の効果が肯定された。一方，範囲の経済性については，都市銀行では
有意に検出され，都市銀行の合併による業務拡大と効果が確認されたが，地方
銀行ではその効果を認めることができなかった。
こうした銀行全体の合併効果だけでなく，個別の合併事例が個々の銀行の費
用効率をどのように変化させたかが問題である。橘木・羽根田（１９９９）などの
先行研究では，都市銀行の合併に関して，収益性・生産性・市場評価という点
から，合併による改善は達成されていないとされた。しかし本稿では，確率的
費用フロンティア分析によって合併前後の産業内の相対的な効率性の変化を検
討した結果，特に都市銀行においては，範囲の経済性の発揮を反映した得意分
野の融合による業務間の補完性，国内の地域的な競争力の統合による補完性，
国内・国際分野の相互補完性など，「補完合併」の有効性が裏付けられた。
現在，都市銀行の合併・統合形式は，持株会社形態が主流である。それぞれ
の銀行による専門業務の拡大が規模の経済性を達成し，持株会社全体としての
範囲の経済性につながることが効率化の前提条件となる。今後も金融業務間の
銀行業における合併・統合の効率性 ８１
規制緩和が進展すると推察されるが，本稿では銀行の合併・統合は，市場の活
性化と銀行の経営効率化につながる一面を示唆する結果となった。
残る技術的な課題としては，宮崎（１９９９）や新庄・播磨谷（２００４）などを参
考に，変数の加工方法やよりフレキシブルな費用関数による推定，また北坂
（２００４）などで用いられた動学的なシステムによる計測を試み，どのような結
果が得られるか検討する余地がある。さらに，郵政民営化後の国内金融市場に
おける今後の動態的な競争を注意深く観察しながら，変動する金融市場につい
て多角的な実証研究を積み重ねる必要がある。
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